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(57)【要約】
【課題】発光プロファイルの歪みが抑制された有機電界
発光素子を提供すること。
【解決手段】陰極１１５及び陽極１１１と、陰極１１５
と陽極１１１との間に設けられた発光層１１４と、陽極
１１１と発光層１１４との間に設けられた正孔注入層１
１２と、陰極１１５と正孔注入層１１２との間に設けら
れ、開口１１３Ａを有する絶縁層１１３と、を備える有
機電界発光素子である。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　陰極及び陽極と、
　前記陰極と陽極との間に設けられた発光層と、
　前記陽極と発光層との間に設けられた正孔注入層と、
　前記陰極と正孔注入層との間に設けられ、開口を有する絶縁層と、
　を備える有機電界発光素子。
【請求項２】
　前記正孔注入層の比抵抗が、１００００Ωｃｍ以下である請求項１に記載の有機電界発
光素子。
【請求項３】
　前記正孔注入層が、ポリスチレンスルホン酸（ＰＳＳ）をドープした３，４－エチレン
ジオキシ－ポリチオフェン（ＰＥＤＯＴ）を含んで構成された請求項１又は２に記載の有
機電界発光素子。
【請求項４】
　前記正孔注入層が、下記一般式（Ｉ－１）及び（Ｉ－２）のいずれかで表される構造の
１種以上を繰り返し単位の部分構造として含有し、下記一般式（ＩＩ）、（ＩＩＩ）、（
ＩＶ）及び（Ｖ）のいずれかで表される電荷輸送性高分子と、電子受容性アクセプタと、
を含んで構成された請求項１又は２に記載の有機電界発光素子。
【化１】

（一般式（Ｉ－１）及び（Ｉ－２）中、Ａｒは、置換もしくは未置換の１価の芳香環、置
換もしくは未置換の芳香環数２以上１０以下の１価の多核芳香環、又は置換もしくは未置
換の芳香環数２以上１０以下の１価の縮合芳香環を表す。Ｘは、置換又は未置換の２価の
芳香族基を表す。ｋ、及びｌはそれぞれ独立に０又は１を表す。Ｔは、炭素数１以上１０
以下の直鎖状の２価の炭化水素基又は炭素数１以上１０以下の分枝状の２価の炭化水素基
を表す。）
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【化２】

（一般式（ＩＩ）、（ＩＩＩ）、（ＩＶ）及び（Ｖ）中、Ａは、一般式（Ｉ－１）又は（
Ｉ－２）を表す。Ｂは、－Ｏ－（Ｙ’－Ｏ）ｍ’－、又はＺ’を表す。Ｙ、Ｙ’、Ｚ、及
びＺ’は、それぞれ独立に２価の炭化水素基を表す。ｍ、及びｍ’は、それぞれ独立に１
以上５以下の整数を表す。ｎは、０又は１を表す。ｐは、５以上５００以下の整数を表す
。ｑは、１以上５０００以下の整数を表す。ｒは、１以上３５００以下の整数を表す。）
【請求項５】
　前記絶縁層の厚みが、前記発光層よりも薄い請求項１～４のいずれか１項に記載の有機
電界発光素子。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか１項に記載の有機電界発光素子で構成された発光部と、
　前記発光部からの発光を光入射面から入射すると共に光出射面から出射して予め定めら
れた位置に結像させる結像部と、
　を備える露光ヘッド。
【請求項７】
　請求項６に記載の露光ヘッドを備え、
　画像形成装置に着脱するカートリッジ。
【請求項８】
　潜像を保持する潜像保持体と、
　前記潜像保持体に光を照射して潜像を形成する露光ヘッドであって、請求項６に記載の
露光ヘッドと、
　前記露光ヘッドによって前記潜像保持体に形成された潜像を現像する現像装置と、
　を備える画像形成装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機電界発光素子、露光ヘッド、カートリッジ、及び画像形成装置に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　有機電界発光素子は、電極の間に有機発光材料を含む発光層を設け、電極間に電圧を印
加することによって発光層内に正孔、電子を注入し、これら電荷（キャリア）が再結合す
ることにより発光する電荷注入型の発光素子である。
【０００３】
　例えば、特許文献１には、「アノード電極、ＥＬ層及び金属層を形成後、集光レーザビ
ームの焦点をアノード電極のＥＬ層側境界面から金属層の外側境界面までに位置させつつ
集光レーザビームを走査して、少なくともＥＬ層及び金属層の一部を切削してアノード電
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極と交差する複数の帯状ＥＬ層及び帯状カソード電極を互いに平行に形成するカソード電
極形成工程とを含む有機電界発光素子の製造方法」について開示されている。
【０００４】
　また、特許文献２には、「ＥＬ発光層形成後に形成される一対の電極のうちの上部電極
は、硫酸イオンを含むエッチング液を用いたエッチング法によってパターン形成されるこ
とを特徴とする有機電界発光素子の製造方法」について開示されている。
【０００５】
　また、特許文献３には、「透明な基板表面に透明な電極材料が所定のパターンで形成さ
れた透明電極と、この透明電極上に他の所定パターン形成された絶縁体と、有機ＥＬ材料
からなる発光層と、上記発光層に積層され上記透明電極に対向して形成されるとともに上
記絶縁体上で互いに分離されて所定のパターンに絶縁された背面電極とからなる有機ＥＬ
素子」について開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平０５－００３０７７号公報
【特許文献２】特開平０８－２３６２７２号公報
【特許文献３】特開平１０－３２１３６６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の課題は、開口を有する絶縁層の当該開口内に正孔注入層を設けた場合に比べ、
発光プロファイルの歪みが抑制された有機電界発光素子を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題は、以下の手段により解決される。即ち、
　請求項１に係る発明は、
　陰極及び陽極と、
　前記陰極と陽極との間に設けられた発光層と、
　前記陽極と発光層との間に設けられた正孔注入層と、
　前記陰極と正孔注入層との間に設けられ、開口を有する絶縁層と、
　を備える有機電界発光素子。
【０００９】
　請求項２に係る発明は、
　前記正孔注入層の比抵抗が、１００００Ωｃｍ以下である請求項１に記載の有機電界発
光素子。
【００１０】
　請求項３に係る発明は、
　前記正孔注入層が、ポリスチレンスルホン酸（ＰＳＳ）をドープした３，４－エチレン
ジオキシ－ポリチオフェン（ＰＥＤＯＴ）を含んで構成された請求項１又は２に記載の有
機電界発光素子。
【００１１】
　請求項４に係る発明は、
　前記正孔注入層が、下記一般式（Ｉ－１）及び（Ｉ－２）のいずれかで表わされる構造
の１種以上を繰り返し単位の部分構造として含有し、下記一般式（ＩＩ）、（ＩＩＩ）、
（ＩＶ）及び（Ｖ）のいずれかで表わされる電荷輸送性高分子と、電子受容性アクセプタ
と、を含んで構成された請求項１又は２に記載の有機電界発光素子。
【００１２】
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【化１】

【００１３】
（一般式（Ｉ－１）及び（Ｉ－２）中、Ａｒは、置換もしくは未置換の１価の芳香環、置
換もしくは未置換の芳香環数２以上１０以下の１価の多核芳香環、又は置換もしくは未置
換の芳香環数２以上１０以下の１価の縮合芳香環を表す。Ｘは、置換又は未置換の２価の
芳香族基を表す。ｋ、及びｌはそれぞれ独立に０又は１を表す。Ｔは、炭素数１以上１０
以下の直鎖状の２価の炭化水素基、又は炭素数１以上１０以下の分枝状の２価の炭化水素
基を表す。）
【００１４】
【化２】

【００１５】
（一般式（ＩＩ）、（ＩＩＩ）、（ＩＶ）及び（Ｖ）中、Ａは、一般式（Ｉ－１）又は（
Ｉ－２）を表す。Ｂは、－Ｏ－（Ｙ’－Ｏ）ｍ’－、又はＺ’を表す。Ｙ、Ｙ’、Ｚ、及
びＺ’は、それぞれ独立に２価の炭化水素基を表す。ｍ、及びｍ’は、それぞれ独立に１
以上５以下の整数を表す。ｎは、０又は１を表す。ｐは、５以上５００以下の整数を表す
。ｑは、１以上５０００以下の整数を表す。ｒは、１以上３５００以下の整数を表す。）
【００１６】
　請求項５に係る発明は、
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　前記絶縁層の厚みが、前記発光層よりも薄い請求項１～４のいずれか１項に記載の有機
電界発光素子。
【００１７】
　請求項６に係る発明は、
　請求項１～５のいずれか１項に記載の有機電界発光素子で構成された発光部を有する発
光基板と、
　前記発光部からの発光を光入射面から入射すると共に光出射面から出射して予め定めら
れた位置に結像させる結像部と、
　を備える露光ヘッド。
【００１８】
　請求項７に係る発明は、
　請求項６に記載の露光ヘッドを備え、
　画像形成装置に着脱するカートリッジ。
【００１９】
　請求項８に係る発明は、
　潜像を保持する潜像保持体と、
　前記潜像保持体に光を照射して潜像を形成する露光ヘッドであって、請求項６に記載の
露光ヘッドと、
　前記露光ヘッドによって前記潜像保持体に形成された潜像を現像する現像装置と、
　を備える画像形成装置。
【発明の効果】
【００２０】
　請求項１に係る発明によれば、開口を有する絶縁層の当該開口内に正孔注入層を設けた
ときに比べ、発光プロファイルの歪みが抑制された有機電界発光素子を提供することがで
きる。
　請求項２、３、４に係る発明によれば、発光プロファイルの歪みが生じ易い特性又は構
成の正孔注入層を適用した場合でも、開口を有する絶縁層の当該開口内に正孔注入層を設
けたときに比べ、発光プロファイルの歪みが抑制された有機電界発光素子を提供すること
ができる。
　請求項５に係る発明によれば、絶縁層の厚みが発光層と同じときに比べ、発光効率が向
上する有機電界発光素子を提供することができる。
　請求項６、７、８に係る発明によれば、開口を有する絶縁層の当該開口内に正孔注入層
を設けた有機電界発光素子を適用したときに比べ、露光ムラが抑制された、露光ヘッド、
カートリッジ、及び画像形成装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本実施形態に係る有機電界発光素子を示す概略断面図である。
【図２】本実施形態に係る有機電界発光素子の発光プロファイルを示す模式図である。
【図３】従来の有機電界発光素子の発光プロファイルを示す模式図である。
【図４】他の従来の有機電界発光素子の発光プロファイルを示す模式図である。
【図５】他の本実施形態に係る有機電界発光素子を示す概略断面図である。
【図６】他の本実施形態に係る有機電界発光素子を示す概略断面図である。
【図７】他の本実施形態に係る有機電界発光素子を示す概略断面図である。
【図８】本実施形態に係る画像形成装置の構成を示す概略図である。
【図９】本実施形態に係る露光ヘッドの構成を示す概略斜視図である。
【図１０】露光ヘッドからの発光が感光体に結像される状態を模式的に示した模式図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下に、本発明に係る実施形態の一例を図面に基づき説明する。
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【００２３】
（有機電界発光素子）
　図１は、本実施形態に係る有機電界発光素子を示す概略断面図である。
【００２４】
　本実施形態に係る有機電界発光素子１０１は、例えば、図１に示すように、基板１１０
上に、陽極１１１と、正孔注入層１１２と、開口１１３Ａを持つ絶縁層１１３と、発光層
１１４と、陰極１１５と、がこの順に積層された積層体で構成している。
【００２５】
　まず、基板１１０について説明する。
　基板１１０としては、ガラス基板、プラスチックフィルム等が挙げられる。
　基板１１０としては、発光層１１４からの光を基板１１０側から素子外部に取り出す方
式の場合、透明であることがよい。また、基板１１０は、絶縁性であることがよい。
　ここで、透明とは、可視領域の光の透過率が１０％以上であることを意味している。ま
た、絶縁性とは、体積抵抗率が１０１３Ωｃｍ以上であることをいう。以下同様である。
【００２６】
　次に、陽極１１１及び陰極１１５について説明する。
　陽極１１１及び陰極１１５は、その間に設けられた発光層に正孔・電子を注入するため
の電流が印加される電極である。
【００２７】
　陽極１１１及び陰極１１５うち、発光層１１４から放射された光を基板１１０側から素
子外部へ取り出す方式の場合（ボトムエミッション方式の場合）、陽極１１１が透明であ
ることがよく、基板１１０と反対側から素子外部へ取り出す方式の場合（トップエミッシ
ョン方式の場合）は、陰極１１５が透明であることがよい。
【００２８】
　陽極１１１は、発光層１１４へ正孔の注入を行うため発光層１１４に含まれる発光材料
のイオン化ポテンシャルの値より仕事関数の大きなものがよく、例えば、仕事関数が４ｅ
Ｖ以上であるものが望ましい。
【００２９】
　陽極１１１としては、例えば、酸化膜（例えば酸化スズインジウム（ＩＴＯ）、酸化ス
ズ（ＮＥＳＡ）、酸化インジウム、又は酸化亜鉛等）、金属膜（例えば金、白金、又はパ
ラジウム等）で構成される。
　陽極１１１は、例えば、蒸着法や、スパッタリング法等の公知の方法を用いて形成され
る。
【００３０】
　一方、陰極１１５は、発光層１１４へ電子の注入を行うため発光層１１４のＬＵＭＯ準
位より仕事関数の小さいものがよく、例えば、仕事関数が３．０ｅＶ以下であるものが望
ましい。
【００３１】
　陰極１１５としては、例えば、アルミニウム、銀、インジウム、又はこれらの合金で構
成される。
　陰極１１５は、例えば、蒸着法や、スパッタリング法等の公知の方法を用いて形成され
る。
【００３２】
　次に、正孔注入層１１２について説明する。
　正孔注入層１１２は、陽極１１１と発光層１１４との間に設けられ、具体的には、正孔
注入層１１２は、例えば、陽極１１１と陰極１１５とが重なる領域の面積（厚み方向に投
影されたときの面積、以下同様）よりも大きい領域で、当該陽極１１１を覆うように基板
１１０上に設けられている。
【００３３】
　正孔注入層１１２は、発光層１１４へ正孔を注入する機能を有する材料を含んで構成さ
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Ωｃｍ以上１０００Ωｃｍ以下、より望ましくは０．０１Ωｃｍ以上１００Ωｃｍ以下）
であることがよい。
　ここで、比抵抗は、４端子法により求められる値である。
【００３４】
　正孔注入層１１２を構成する、正孔を注入する機能を有する材料としては、例えば、導
電性高分子、遷移金属化合物、フタロシアニン類（ＣｕＰｃなどを含む）、インダンスレ
ン系化合物等が挙げられる。
　導電性高分子としては、例えば、ポリアニリン、ポリスチレンスルホン酸（ＰＳＳ）を
ドープした３，４－エチレンジオキシ－ポリチオフェン（ＰＥＤＯＴ）［以下、「ＰＥＤ
ＯＴ－ＰＳＳ」と標記することがある］等が挙げられる。
　遷移金属化合物としては、酸化モリブデンが挙げられる。
　これらの中も、正孔注入層１１２の塗布形成を実現させる点から、導電性高分子がよく
、特に、正孔注入層１１２の比抵抗を上記範囲とする観点から、ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳがよ
い。
【００３５】
　また、正孔注入層１１２は、電荷輸送性高分子と電子受容性アクセプタとを含んで構成
されていてもよい。
【００３６】
　電荷輸送性高分子としては、周知の電荷輸送性高分子が挙げられるが、特に、下記一般
式（Ｉ－１）及び（Ｉ－２）のいずれかで表される構造の１種以上を繰り返し単位の部分
構造として含有し、下記一般式（ＩＩ）、（ＩＩＩ）、（ＩＶ）及び（Ｖ）のいずれかで
表される電荷輸送性高分子（以下、特定の電荷輸送性高分子と称することがある）がよい
。
　なお、特定の電荷輸送性高分子は、正孔輸送性ポリエステル、又は正孔輸送性ポリカー
ボネートに該当する化合物である。
【００３７】
　まず、下記一般式（Ｉ－１）及び（Ｉ－２）のいずれかで表される構造について説明す
る。
【００３８】
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【化３】

【００３９】
　一般式（Ｉ－１）及び（Ｉ－２）中、Ａｒは、置換もしくは未置換の１価の芳香環、置
換もしくは未置換の芳香環数２以上１０以下の１価の多核芳香環、又は置換もしくは未置
換の芳香環数２以上１０以下の１価の縮合芳香環を表す。
　Ｘは、置換又は未置換の２価の芳香族基を表す。
　ｋ、及びｌはそれぞれ独立に０又は１を表す。
　Ｔは、炭素数１以上１０以下の直鎖状の２価の炭化水素基、又は炭素数１以上１０以下
の分枝状の２価の炭化水素基を表す。
【００４０】
　一般式（Ｉ－１）及び（Ｉ－２）中、Ａｒは、置換もしくは未置換の１価の芳香環、置
換もしくは未置換の芳香環数２以上１０以下の１価の多核芳香環、又は置換もしくは未置
換の芳香環数２以上１０以下の１価の縮合芳香環を表すが、多核芳香環及び縮合芳香環と
は、具体的には以下に定義される芳香族炭化水素であることを意味する。
　「芳香環」とは、炭素と水素とから構成される芳香環であり、具体的にはフェニル基で
ある。
　「多核芳香環」とは、炭素と水素とから構成される芳香環が２個以上存在し、芳香環同
士が炭素一炭素結合によって結合している炭化水素を表す。「多核芳香環」として具体的
には、例えば、ビフェニル、ターフェニル等が挙げられる。
　「縮合芳香環」とは、炭素と水素とから構成される芳香環が２個以上存在し、芳香環同
士が１対の炭素原子を共有している炭化水素を表す。「縮合芳香環」として具体的には、
例えば、ナフタレン、アントラセン、フェナントレン、フルオレン等が挙げられる。
【００４１】
　芳香環、多核芳香環及び縮合芳香環の置換基としては、水素原子、アルキル基、アルコ
キシ基、アリール基、アラルキル基、置換アミノ基、ハロゲン原子等が挙げられる。
　アルキル基としては、炭素数１以上１０以下のものが望ましく、例えば、メチル基、エ
チル基、プロピル基、イソプロピル基等が挙げられる。
　アルコキシル基としては、炭素数１以上１０以下のものが望ましく、例えば、メトキシ
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基、エトキシ基、プロポキシ基、イソプロポキシ基等が挙げられる。
　アリール基としては、炭素数６以上２０以下のものが望ましく、例えば、フェニル基、
トルイル基等が挙げられる、
　アラルキル基としては、炭素数７以上２０以下のものが望ましく、例えば、ベンジル基
、フェネチル基等が挙げられる。
　置換アミノ基の置換基としては、アルキル基、アリール基、アラルキル基等が挙げられ
、具体例は前述の通りである。
　置換アリール基、置換アラルキル基の置換基としては、水素原子、アルキル基、アルコ
キシ基、置換アミノ基、ハロゲン原子等が挙げられる
【００４２】
　一般式（Ｉ－１）及び（Ｉ－２）中、Ｘは置換又は未置換の２価の芳香族基を表し、具
体的には下記式（１）～（７）から選択された基が挙げられる。
【００４３】
【化４】

【００４４】
　式（１）～（７）中、Ｒ７は、水素原子、炭素数１以上４以下のアルキル基、置換もし
くは未置換のフェニル基、又は置換もしくは未置換のアラルキル基を表し、Ｒ８～Ｒ１４

は、それぞれ独立に水素原子、炭素数１以上４以下のアルキル基、炭素数１以上４以下の
アルコキシル基、置換もしくは未置換のフェニル基、置換もしくは未置換のアラルキル基
、又はハロゲン原子を表し、ａは０又は１を意味し、Ｖは下記の式（８）～（１７）から
選択された基を表す。
【００４５】
【化５】

【００４６】
　上記式（８）～式（１７）中、ｂは１以上１０以下の整数を意味し、ｃは１以上３以下
の整数を意味する。
【００４７】
　一般式（Ｉ－１）及び（Ｉ－２）中、Ｔは、炭素数１以上１０以下の直鎖状の２価の炭



(11) JP 2012-28305 A 2012.2.9

10

20

30

40

50

化水素基又は炭素数１以上１０以下の分枝状の２価の炭化水素基を表す。
　なお、２価の炭化水素基が直鎖状である場合は、炭素数は１以上６以下の範囲が望まし
く、２以上６以下の範囲がより望ましく、２価の炭化水素基が分枝状である場合には、炭
素数は２以上１０以下の範囲が望ましく、３以上７以下の範囲がより望ましい。
　以下に、Ｔで表される基の具体的な構造の例（炭化水素基Ｔ－１～炭化水素基Ｔ－３２
）を示す。
【００４８】
【化６】

【００４９】
　以下、表１から表８に、上記一般式（Ｉ－１）で表される部分構造の具体例を示し、表
９から表１６に、上記一般式（Ｉ－２）で表される部分構造の具体例を示すが、これら具
体例に限定されるわけではない。
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　なお、表１～表８において、「部分構造」の欄に記載された番号各々に対応する、「Ｘ
」の欄に記載される構造は、一般式（Ｉ―１）中のＸに対応し、「Ａｒ」の欄に記載され
る構造は、一般式（Ｉ－１）中のＡｒに対応し、「ｋ」の欄に記載される数字は、一般式
（Ｉ―１）中のｋを意味する。また、「Ｔ」の欄に記載される値は、一般式（Ｉ－１）中
のＴを意味し、上記に具体的に示した炭化水素基の構造式に付した番号（Ｔ－１）～（Ｔ
－３２）を意味する。
　また、表１～表８において、「結合位置」に示される値は、前記一般式（Ｉ－１）にお
けるベンゼン環に記載されている数値の箇所に結合していることを示す。また、一般式（
Ｉ－１）で表される構造の具体例において、ｋが１の場合、（　）内のベンゼン環も数字
が記載されているベンゼン環と同様の箇所に結合していることを示す。
【００５１】
　また、表９～表１６において、「部分構造」の欄に記載された番号各々に対応する、「
Ｘ」の欄に記載される構造は、一般式（Ｉ―２）中のＸに対応し、「Ａｒ」の欄に記載さ
れる構造は、一般式（Ｉ－２）中のＡｒに対応し、「ｋ」の欄に記載される数字は、一般
式（Ｉ―２）中のｋを意味する。また、「Ｔ」の欄に記載される値は、一般式（Ｉ－２）
中のＴを意味し、同一値を示す上記一般式（Ｔ－１）～（Ｔ－３２）の化合物に対応する
。
　また、表９～表１６において、「結合位置」に示される値は、前記一般式（Ｉ－２）に
おけるベンゼン環に記載されている数値の箇所に結合していることを示す。また、一般式
（Ｉ－２）で表される構造の具体例において、ｋが１の場合、（　）内のベンゼン環も数
字が記載されているベンゼン環と同様の箇所に結合していることを示す。
【００５２】
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【００６１】
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【表１５】

【００６７】
【表１６】
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【００６８】
　次に、上記一般式（Ｉ－１）及び（Ｉ－２）のいずれかで表わされる構造の１種以上を
繰り返し単位の部分構造として含有し、下記一般式（ＩＩ）、（ＩＩＩ）、（ＩＶ）及び
（Ｖ）のいずれかで表わされる電荷輸送性高分子について説明する。
【００６９】
【化７】

【００７０】
　一般式（ＩＩ）、（ＩＩＩ）、（ＩＶ）及び（Ｖ）中、Ａは、一般式（Ｉ－１）又は（
Ｉ－２）を表す。
　Ｂは、－Ｏ－（Ｙ’－Ｏ）ｍ’－、又はＺ’を表す。
　Ｙ、Ｙ’、Ｚ、及びＺ’は、それぞれ独立に２価の炭化水素基を表す。
　ｍ、及びｍ’は、それぞれ独立に１以上５以下の整数を表す。
　ｎは、０又は１を表す。
　ｐは、５以上５００以下の整数を表す。
　ｑは、１以上５０００以下の整数を表す。
　ｒは、１以上３５００以下の整数を表す。
　なお、一般式（ＩＩ）、（ＩＩＩ）、（ＩＶ）及び（Ｖ）のいずれかで表わされる電荷
輸送性高分子の末端基は、例えば、水素原子、メチル基、エチル基、フェニル基等　　で
ある。
【００７１】
　一般式（ＩＩ）、（ＩＩＩ）、（ＩＶ）、及び（Ｖ）中、Ｙ、Ｙ’、Ｚ、及びＺ’は、
２価の炭化水素基を表が、具体的には、以下の式（１８）～（２４）で表される炭化水素
基が挙げられる。
【００７２】

【化８】

【００７３】
　上記式（１８）～（２４）中、ｄ、ｅは１以上１０以下の整数を表し、ｆ、ｇは０、１
又は２を表し、ｈ、ｉは０又は１を表す。
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　また、Ｒ１３及びＲ１４は、それぞれ独立に水素原子、炭素数１以上４以下のアルキル
基、炭素数１以上４以下のアルコキシ基、置換もしくは未置換のフェニル基、置換もしく
は未置換のアラルキル基、又はハロゲン原子を表し、Ｖは、上記式（８）～（１７）から
選択された基を表す。
【００７４】
　以下に、上記一般式（ＩＩ）で表される電荷輸送性高分子の具体例を表１７に示し、上
記一般式（ＩＩＩ）で表される電荷輸送性高分子の具体例を表１８に示した。更に、上記
一般式（ＩＶ）で表される電荷輸送性高分子の具体例を表１９に示し、上記一般式（Ｖ）
で表される電荷輸送性高分子の具体例を表２０～表２４に示した。
　なお、電荷輸送性高分子はこれらの具体例に限定されるものではない。
【００７５】
　なお、表１７～表２４中に示される、「部分構造」の「構造」の欄に示される番号は、
上記表１～表１６に示される「部分構造」欄に示された番号の化合物（上記一般式（Ｉ－
１）又は一般式（Ｉ－２）の具体例）に対応しており、２種類以上の番号が示されている
場合には、各々の番号に対応する「構造」の欄に示される番号に対応する化合物の分子中
の比率を、「部分構造」の「比率」の欄に示した。
【００７６】
　また、表１７中の「Ｙ」の欄に示される構造は、一般式（ＩＩ）中のＹに対応し、「ｍ
」の欄に示される数値は、一般式（ＩＩ）中のｍに対応し、「ｐ」の欄に示される数値は
、一般式（ＩＩ）中のｐに対応する。
　同様に、表１８中の「Ｙ」の欄に示される構造は、一般式（ＩＩＩ）中のＹに対応し、
「Ｚ」の欄に示される構造は、一般式（ＩＩＩ）中のＺに対応し、「ｍ」の欄に示される
数値は、一般式（ＩＩＩ）中のｍに対応し、「ｐ」の欄に示される数値は、一般式（ＩＩ
Ｉ）中のｐに対応する。
【００７７】
　また、表１９中の「Ｂ」の欄に示される構造は、一般式（ＩＶ）中のＢに対応し、「ｎ
」の欄に示される数値は、一般式（ＩＶ）中のｎに対応し、「ｐ」の欄に示される数値は
、一般式（ＩＶ）中のｐに対応する。
　同様に、表２０～表２４中の「Ｙ」の欄に示される構造は、一般式（Ｖ）中のＹに対応
し、「Ｚ」の欄に示される構造は、一般式（Ｖ）中のＺに対応し、「ｍ」の欄に示される
数値は、一般式（Ｖ）中のｍに対応し、「ｑ」の欄に示される数値は、一般式（Ｖ）中の
ｑに対応し、「ｒ」の欄に示される数値は、一般式（Ｖ）中のｒに対応する。
【００７８】
　また、以下の説明において、表１７～２４中に示す「化合物」の欄に示される番号Ｘに
対応した化合物を指す場合には、「例示化合物（Ｘ）」と称す
【００７９】
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【００８１】
【表１９】

【００８２】
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【００８７】
　次に、電子受容性アクセプタについて説明する。
　電子受容性アクセプタとしては、上記電荷輸送性高分子を酸化するものであれば特に制
限はないが、例えば、ハロゲン化金属、ルイス酸、アリールアミンとハロゲン化金属又は
ルイス酸との塩の中から選ばれた少なくとも一種が挙げられ、これらを二種以上を組み合
わせて使用してもよい。
【００８８】
　ハロゲン化金属やルイス酸としては、例えば、ＦｅＣｌ３、ＡｌＣｌ３、ＳｂＣｌ５、
ＡｓＦ５、で表される化合物が挙げられる。
　アリールアミンとハロゲン化金属又はルイス酸との塩の例としては、下記一般式（Ａ）
で表される塩が挙げられる。
【００８９】



(36) JP 2012-28305 A 2012.2.9

10

20

30

40

50

【化９】

 
【００９０】
　一般式（Ａ）中、Ｌは、ハロゲン化金属又はルイス酸を表し、例えば、ＦｅＣｌ３、Ａ
ｌＣｌ３、ＳｂＣｌ５、ＡｓＦ５、ＢＦ３等が挙げられる。
　Ｘ－は、ハロゲンイオンを表し、例えば、フッ素イオン、塩素イオン等が挙げられる。
　Ａｒ１１～Ａｒ１３は、それぞれ独立に、置換もしくは無置換の炭素数６以上３０以下
の１価の芳香族基、又は置換もしくは無置換の炭素数４以上３０以下の１価の複素環式基
を表す。
【００９１】
　１価の芳香族基としては、炭素数６以上の芳香族基が望ましく、例えば、芳香環（フェ
ニル基）、多核芳香環（例えばビフェニル、ターフェニル等）、縮合芳香環（例えば、ナ
フタレン、アントラセン、フェナントレン、フルオレン等）が挙げられる。
　複素環式基（窒素原子（Ｎ）、酸素原子（Ｏ）、硫黄原子（Ｓ）を含む複素環式基）と
しては、炭素数４以上の複素環式基が望ましく、例えば、フリル基、チエニル基、ピリジ
ル基、ピラゾリル基、イソオキサゾリル基、イソチアゾリル基、イミダゾリル基、オキサ
ゾリル基、チアゾリル基等が挙げられる。
　芳香族基又は複素環式基を置換する置換基としては、ハロゲン原子（例えばフッ素原子
、塩素原子、臭素原子等）、ニトロ基、シアノ基、炭素数１以上２４以下のアルキル基、
炭素数６以上２４以下のアリール基、炭素数７以上２４以下のアラルキル基、炭素数１以
上２４以下のアルコキシ基、炭素数６以上２４以下のモノもしくはジアルキルアミノ基、
アリール基の炭素数が６以上２４以下のモノもしくはジアリールアミノ基等が挙げられる
。
【００９２】
　一般式（Ａ）で表される塩の中で望ましいものとしては、トリス（４－ブロモフェニル
）アミニウム　ヘキサクロロアンチモネート（ＴＢＡＨＡ）を挙げられるが、これらに限
るものではない。
【００９３】
　正孔注入層１１２は、例えば、上記正孔を注入する材料とこの材料を溶解又は分散させ
る溶剤とを含む塗布液、又は、上記電荷輸送性高分子及び電子受容性アクセプタとこれら
材料を溶解又は分散させる溶剤とを含む塗布液を塗布することで形成される。この形成方
法としては、例えば、スピンコーティング法や、ディップ法等が挙げられる。
【００９４】
　次に、絶縁層１１３について説明する。
　絶縁層１１３は、例えば、正孔注入層１１２と陰極１１５との間に設けられ、具体的に
は、正孔注入層１１２と発光層１１４との間（絶縁層１１３の開口１１３Ａの領域は除く
）に設けられている。
　絶縁層１１３に設ける開口１１３Ａは、有機電界発光素子１０１の発光面積（厚み方向
からみたとき、発光している領域の面積）を規定する役割を担うものであり、例えば、正
孔注入層１１２の面積よりも小さい面積で設けられ、具体的には、例えば、陽極１１１と
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陰極１１５とが重なる領域の面積と同等又はそれよりも小さく設けることがよい、
【００９５】
　絶縁層１１３としては、例えば、酸化シリコン（ＳｉＯ２）、ポリイミド、エポキシ樹
脂、フッ素系樹脂等で構成される
　絶縁層１１３の厚みは、例えば、発光層１１４の厚み（但し、ここでいう厚みは絶縁層
表面上からの厚み）よりも小さいことがよく、望ましくは発光層１１４の厚みの１／２以
下、より望ましくは１／４以下である。
　絶縁層１１３は、例えば、蒸着法、気相成長法（ＣＶＤ）等により形成される。
【００９６】
　次に、発光層１１４について説明する。
　発光層１１４は、絶縁層１１３の厚みよりも大きい厚み（但し、ここでいう厚みは絶縁
層表面上からの厚み）で、下層側部分の一部が絶縁層１１３に設けられた開口１１３Ａに
埋め込まれるようにして、当該絶縁層１１３と陰極１１５との間に設けられている。発光
層１１４は、絶縁層１１３の開口１１３Ａで正孔注入層１１２と接触している。
【００９７】
　発光層１１４は、例えば、発光材料を含んで構成されている。発光材料としては、例え
ば、キレート型有機金属錯体、多核又は縮合芳香環化合物、ペリレン誘導体、クマリン誘
導体、スチリルアリーレン誘導体、シロール誘導体、オキサゾール誘導体、オキサチアゾ
ール誘導体、又はオキサジアゾール誘導体、ポリパラフェニレン誘導体、ポリパラフェニ
レンビニレン誘導体、ポリチオフェン誘導体、又はポリアセチレン誘導体等が挙げられる
。
【００９８】
　次に、その他の層について説明する。
　本実施形態に係る有機電界発光素子１０１は、その他、正孔注入層１１２と発光層１１
４との間に正孔輸送層、発光層１１４と陰極１１５との間に電子輸送層や電子注入層、及
び陰極１１５を覆って設けられる保護層（封止層）を設けた層構成であってもよい。
　なお、正孔輸送層を設ける場合、正孔注入層１１２と絶縁層１１３との間に介在するよ
うに設けてもよいし、絶縁層１１３の開口１１３Ａ内で、正孔注入層１１２と発光層１１
４との間に介在するように設けてもよい。
　但し、正孔輸送層を塗布形成し設ける場合、正孔注入層１１２と絶縁層１１３との間に
介在するように設けることがよい。
　具体的には、例えば、図７に示すように、本実施形態に係る有機電界発光素子１０１の
層構成において、正孔注入層１１２と絶縁層１１３との間に介在するように正孔輸送層１
１２Ａを設けた形態（他の本実施形態に係る有機電界発光素子１０４）であることがよい
。
【００９９】
　以上説明した有機電界発光素子１０１では、陰極１１５と正孔注入層１１２との間に、
開口１１３Ａを有する絶縁層１１３が設けられた層構成となっている。この層構成とする
ことで、発光プロファイルの歪みが抑制される。
【０１００】
　ここで、有機電界発光素子１０１は、発光効率が高く、低駆動電圧にすることにより駆
動回路に負荷を掛けない素子であることが望まれている。
　そのためには、陽極１１１及び陰極１１５が正孔、電子をそれぞれ発光層１１４を含む
有機層へ効率良く注入し、発光層へ移動させなければならない。
　しかし、単に、陽極１１１及び陰極１１５の間に正孔注入層１１２及び発光層１１４を
積層した素子構成では、正孔が拡散してしまい発光面積が大きくなってしまうという現象
が生じ、結果として発光効率が低くなる傾向にある（図３参照）。
　この現象は、より効率よく正孔を発光層１１４に注入するために、伝導度の高い正孔注
入材料（例えば、（例えば、ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ、酸化モリブデン））を用いた、比抵抗
が低い（例えば比抵抗１００００Ωｃｍ以下）の正孔注入層を採用した場合に顕著に生じ
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る傾向にある。
【０１０１】
　一方で、この正孔の拡散を規制するために、陽極１１１及び陰極１１５の間に、開口１
１３Ａを有する絶縁層１１３を介在させ、当該開口１１３Ａ内で正孔注入層１１２及び発
光層１１４を積層した層構成とすることで、当該絶縁層１１３の開口１１３Ａで通じた陽
極１１１及び陰極１１５間の領域にのみに通電が生じることから、正孔の注入方向が規制
され（つまり、正孔の拡散が規制され）、正孔が効率良く発光層１１４に注入され、結果
として発光効率が向上する（図４参照）。
　しかし、当該層構成とすると、絶縁層１１３の開口１１３Ａ内で、つまり当該開口１１
３Ａ内壁に規制された状態で正孔注入層１１２及び発光層１１４を積層することとなるた
め、これら層（特に正孔注入層１１２）の厚みが不均一となる現象（具体的には、例えば
、絶縁層１１３の開口１１３Ａ中央部で厚みが低減する一方で開口１１３Ａ内壁側で厚み
が増す現象）が生じることが多くなる。正孔注入層１１２の厚みが不均一化すると、発光
層１１４への正孔注入量も面内で不均一化することから、発光プロファイルに歪みが生じ
てしまう傾向となる（図４参照）。
　この現象は、導電性高分子を用いて、正孔注入層１１２を塗布形成したときに顕著に生
じる傾向にある。
【０１０２】
　そこで、本実施形態に係る有機電界発光素子１０１では、上記層構成、即ち、正孔の拡
散を規制する（つまり、素子の発光面積を規制する）開口１１３Ａを持つ絶縁層１１３よ
りも下層（陽極１１１側の層）に、正孔注入層１１２を当該絶縁層１１３の開口１１３Ａ
で規制することなく設ける。これにより、正孔注入層１１２の厚みが均一化され易くなる
と考えられ、発光層１１４への正孔注入量も面内で均一化することから、その結果として
発光プロファイルに歪みが抑制される（図２参照）。
　加えて、開口１１３Ａを持つ絶縁層１１３により、正孔の拡散も規制されることから、
発光効率を向上し、低駆動電圧化も実現される。
【０１０３】
　また、本実施形態に係る有機電界発光素子１０１では、上述のように、正孔の拡散を規
制するために伝導度の高い正孔注入材料（例えば、（例えば、ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ、酸化
モリブデン））を用いたり、比抵抗が低い（例えば比抵抗１００００Ωｃｍ以下）の正孔
注入層を採用したり、加えて、導電性高分子（特にＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ）を用いたり、正
孔注入層１１２を塗布形成したりしたときに、上記発光プロファイルの歪みが生じ易いが
、これが抑制される。
【０１０４】
　また、本実施形態に係る有機電界発光素子１０１では、上述のように、正孔注入層１１
２を上記特定の電荷輸送性高分子と電子受容性アクセプタとを含んで構成させることで,
より低電圧駆動が実現される。
　これは、導電性が向上するためと考えられるためである。
【０１０５】
　また、本実施形態に係る有機電界発光素子１０１では、開口１１３Ａを持つ絶縁層１１
３が発光層１１４の厚みよりも小さく設けることで、発光効率が向上する。これは、陰極
１１５からの電子注入が多くなるためであると考えられるためである。
【０１０６】
　なお、本実施形態に係る有機電界発光素子１０１の層構成は、上記構成に限られず、開
口を有する絶縁層１１３が陰極１１５と正孔注入層１１２の間に設けられていればよく、
具体的には、例えば、下記形態が挙げられる。
　１）図５に示すように、陰極１１５及び正孔注入層１１２の間に設けられた開口１１３
Ａを持つ絶縁層１１３の当該開口１１３Ａ内部に、発光層１１４が埋め込まれて設けた形
態（他の本実施形態に係る有機電界発光素子１０２）
　２）図６に示すように、陰極１１５と発光層１１４との間に、開口１１３Ａを持つ絶縁



(39) JP 2012-28305 A 2012.2.9

10

20

30

40

50

層１１３を設け、発光層１１４の上層側部分の一部が絶縁層１１３の開口１１３Ａに埋め
込まれた形態（他の本実施形態に係る有機電界発光素子１０３）。
【０１０７】
　上記１）、２）の形態であっても、上述と同様な理由により、発光プロファイルに歪み
が抑制される（図２参照）。加えて、開口１１３Ａを持つ絶縁層１１３により、正孔の拡
散も規制されることから、発光効率を向上し、低駆動電圧化も実現される。
【０１０８】
　本実施形態に係る有機電界発光素子は、例えば、表示装置、電子ペーパー、バックライ
ト、照明光源、露光装置、標識、看板等の分野に好適に使用される。これらの中でも、特
に、高発光効率、低駆動電圧が要求される、電子写真方式の画像形成装置用の露光装置（
露光ヘッド）に提供することがよい。
【０１０９】
（露光ヘッド、カートリッジ、画像形成装置）
　図８は、本実施形態に係る画像形成装置の構成を示す概略図である。
【０１１０】
　本実施形態に係る画像形成装置１０は、図８に示すように、各構成部品を収容する筐体
１１と、用紙等の記録媒体Ｐが収容される記録媒体収容部１２と、記録媒体Ｐにトナー画
像を形成する画像形成部１４と、記録媒体収容部１２から画像形成部１４へ記録媒体Ｐを
搬送する搬送部１６と、画像形成部１４によって形成されたトナー画像を記録媒体Ｐに定
着させる定着装置１８と、定着装置１８によってトナー画像が定着された記録媒体Ｐが排
出される記録媒体排出部（図示省略）と、を備えている。
【０１１１】
　記録媒体収容部１２、画像形成部１４、搬送部１６及び定着装置１８は、筐体１１に収
容されている。
【０１１２】
　画像形成部１４は、シアン（Ｃ）、マゼンタ（Ｍ）、イエロー（Ｙ）、ブラック（Ｋ）
の各色のトナー画像を形成する画像形成ユニット２２Ｃ、２２Ｍ、２２Ｙ、２２Ｋと、画
像形成ユニット２２Ｃ、２２Ｍ、２２Ｙ、２２Ｋで形成されたトナー画像が転写される中
間転写体の一例としての中間転写ベルト２４と、画像形成ユニット２２Ｃ、２２Ｍ、２２
Ｙ、２２Ｋで形成されたトナー画像を中間転写ベルト２４に転写する一次転写部材の一例
としての一次転写ロール２６と、中間転写ベルト２４に転写されたトナー画像を記録媒体
Ｐに転写する二次転写部材の一例としての二次転写ロール２８と、を備えている。
【０１１３】
　画像形成ユニット２２Ｃ、２２Ｍ、２２Ｙ、２２Ｋは、潜像を保持する像保持体の一例
として、一方向（図８において時計回り方向）へ回転する感光体３０をそれぞれ有してい
る。
【０１１４】
　各感光体３０の周囲には、感光体３０の回転方向上流側から順に、感光体３０の表面を
帯電させる帯電装置３２と、帯電した感光体３０の表面を露光して感光体３０の表面に静
電潜像を形成する露光装置としての露光ヘッド３４と、感光体３０の表面に形成された静
電潜像を現像してトナー画像を形成する現像装置３６と、トナー画像が中間転写ベルト２
４に転写された後の感光体３０の表面に残留しているトナーを除去する除去装置４０と、
が設けられている。
【０１１５】
　感光体３０、帯電装置３２、露光ヘッド３４、現像装置３６及び除去装置４０は、画像
形成ユニット２２Ｃ、２２Ｍ、２２Ｙ、２２Ｋに収容されてユニット化されている。画像
形成ユニット２２Ｃ、２２Ｍ、２２Ｙ、２２Ｋは、筐体１１に着脱可能に設けられたプロ
セスカートリッジとされており、交換可能となっている。
【０１１６】
　なお、感光体３０、帯電装置３２、露光ヘッド３４、現像装置３６及び除去装置４０の
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全てがユニット化される必要は無い。例えば、露光ヘッド３４を少なくとも備え、これと
、その他、例えば感光体３０、帯電装置３２及び現像装置３６の少なくとも１つと、画像
形成ユニット２２Ｃ、２２Ｍ、２２Ｙ、２２Ｋに収容されてユニット化されていればよい
。
【０１１７】
　中間転写ベルト２４は、二次転写ロール２８に対向する対向ロール４２、駆動ロール４
４及び支持ロール４６によって支持され、感光体３０と接触しながら一方向（図８におい
て反時計回り方向）へ循環して移動するようになっている。
【０１１８】
　一次転写ロール２６は、中間転写ベルト２４を挟んで、感光体３０に対向している。一
次転写ロール２６と感光体３０との間には、感光体３０上のトナー画像が中間転写ベルト
２４に一次転写される一次転写位置が形成される。この一次転写位置において、一次転写
ロール２６が感光体３０の表面のトナー画像を圧接力と静電力により中間転写ベルト２４
に転写するようになっている。
【０１１９】
　二次転写ロール２８は、中間転写ベルト２４を挟んで対向ロール４２と対向している。
二次転写ロール２８と対向ロール４２との間には、中間転写ベルト２４上のトナー画像が
記録媒体Ｐに二次転写される二次転写位置が形成される。この二次転写位置において、二
次転写ロール２８が中間転写ベルト２４の表面のトナー画像を圧接力と静電力により記録
媒体Ｐに転写するようになっている。
【０１２０】
　搬送部１６は、記録媒体収容部１２に収容された記録媒体Ｐを送り出す送出ロール５０
と、送出ロール５０によって送り出された記録媒体Ｐを二次転写位置へ搬送する搬送ロー
ル対５２と、を備えている。
【０１２１】
　定着装置１８は、二次転写位置より搬送方向下流側に配置されており、二次転写位置で
転写されたトナー画像を記録媒体Ｐへ定着させる。
【０１２２】
　二次転写位置より搬送方向下流側であって、定着装置１８よりも搬送方向上流側には、
定着装置１８に記録媒体Ｐを搬送する搬送部材の一例としての搬送ベルト５４が配置され
ている。
【０１２３】
　以上の構成により、本実施形態に係る画像形成装置１０では、まず記録媒体収容部１２
から送り出された記録媒体Ｐが、搬送ロール対５２によって二次転写位置へ送り込まれる
。
【０１２４】
　一方、中間転写ベルト２４には、画像形成ユニット２２Ｃ、２２Ｍ、２２Ｙ、２２Ｋで
形成された各色のトナー画像が重ねられて、カラー画像が形成される。二次転写位置へ送
り込まれた記録媒体Ｐは、中間転写ベルト２４上に形成されたカラー画像が転写される。
【０１２５】
　トナー画像が転写された記録媒体Ｐは、定着装置１８へ搬送され、転写されたトナー画
像が定着装置１８により定着される。トナー画像が定着された記録媒体Ｐは、記録媒体排
出部（図示省略）へ排出される。以上のように、一連の画像形成動作が行われる。
【０１２６】
　なお、画像形成装置の構成としては、上記の構成に限られず、例えば、中間転写体を有
さない直接転写型の画像形成装置でもよく、種々の構成とすることが可能である。
【０１２７】
　次に、露光ヘッド３４について説明する。
　図９は、本実施形態に係る露光ヘッドを示す斜視図である。
【０１２８】
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　各露光ヘッド３４は、図９に示すように、例えば、発光素子アレイ６０（発光基板の一
例）と、結像部７０と、を備えている。
　発光素子アレイ６０は、例えば、発光素子６０Ｂで構成される発光部６０Ａと発光素子
６０Ｂが実装される実装基板６１（図１の基板１１０に相当）と、を備える。
【０１２９】
　発光素子アレイ６０と結像部７０とは、発光部６０Ａ（発光素子６０Ｂ）と結像部７０
の光入射面７０Ａとの光学距離が結像部７０の作動距離となるように、離間した状態で保
持部材（不図示）により保持されている。
　ここで、結像部７０の作動距離とは、結像部に用いるレンズの焦点から結像部の入射面
までの距離である。
　そして、結像部７０では、発光部６０Ａからの発光を光入射面７０Ａから入射すると共
に光出射面７０Ｂから出射して予め定められた位置に結像させる、つまり、発光素子６０
Ｂからの発光を感光体３０に結像することによって、感光体３０が露光されて潜像が形成
される（図１０参照）。
【０１３０】
　発光素子アレイ６０について説明する。
　発光素子アレイ６０は、例えば、発光部６０Ａ（発光素子６０Ｂ）から照射される光を
実装基板６１側から取り出す、所謂、ボトムエミッション方式となっている。無論、トッ
プエミッション方式であってもよい。
【０１３１】
　発光部６０Ａは、例えば、単一の発光素子６０Ｂの群で構成されている。発光素子６０
Ｂは、図示しないが、実装基板６１の長手方向に沿って線状（直列）又は千鳥状に配置し
て、発光部６０Ａを構成している。発光素子６０Ｂの群で構成された発光部６０Ａは、感
光体３０の画像形成領域以上の長さとしている。
【０１３２】
　結像部７０について説明する。
　結像部７０は、例えば、ロッドレンズ７１が複数配列されたレンズアレイで構成されて
いる。レンズアレイとして具体的には、例えば、セルフォックレンズアレイ（ＳＬＡ：セ
ルフォックは、日本板硝子（株）の登録商標）と呼ばれる屈折率分散型レンズアレイを適
用することがよい。
【０１３３】
　以上説明した本実施形態に係る露光ヘッド３４では、上記本実施形態に係る有機電界発
光素子を適用する。
　このため、本実施形態に係る露光ヘッド、それを備えるカートリッジ及び画像形成装置
では、露光ムラが抑制される。
【実施例】
【０１３４】
　以下、実施例によって本発明を説明する。なお、本発明はこれらの実施例によってのみ
限定されるものではない。
【０１３５】
（実施例１）
　以下に示すようにして、図１に示す層構成の有機電界発光素子を作製した。
　まず、ガラス基板に、ＩＴＯ（酸化スズインジウム）層を形成し、幅２０μｍのパター
ニングを施し、厚み１５０ｎｍの陽極を形成した。
　次に、陽極が形成されたガラス基板上に、陽極を覆うようにして、ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ
（商品名：Ｂａｙｔｒｏｎ　ＡＩ４０８３）をスピンコート法により厚み６０ｎｍで塗布
して、正孔注入層（比抵抗：１０００Ωｃｍ）を形成した。
　次に、正孔注入層上に、その下層にパターニングして形成された陽極（ＩＴＯ）と後に
形成する陰極とが重なる領域が開口するようにして、ＳｉＯ２のスパッタリングを行い、
厚み１００ｎｍで開口を持つ絶縁層を形成した。
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　次に、絶縁層上に、その開口を埋め込みつつ、下記構造式（１）で示される発光材料（
重量平均分子量Ｍｗ≒１０５）１質量％をキシレンに溶解した塗布液をスピンコート法に
より塗布し、厚み（絶縁層表面上からの厚み）８０ｎｍの発光層を作製した。
　次に、パターニングされた陽極と交差するよう形成された幅２０μｍの開口パターンを
持つマスクを用いて、発光層上に、Ｃａ層、Ａｌ層を順次蒸着し、幅２０μｍでパターニ
ングされた厚み１８０ｎｍの陰極を形成した。
　上記操作により、有機電界発光素子を作製した（図１参照）。
【０１３６】
（実施例２）
　実施例１において、絶縁層の厚みを４０ｎｍにした以外は、実施例１と同様にして有機
電界発光素子を作製した。
【０１３７】
（実施例３）
　実施例２において、ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳの代わりにＭｏＯ３を用いて正孔注入層（比抵
抗：１０００Ωｃｍ）を形成した以外は、実施例２と同様にして有機電界発光素子を作製
した。
【０１３８】
（実施例４）
　実施例２において、ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ（商品名：Ｂａｙｔｒｏｎ　Ｐ　ＡＩ４０８３
）の代わりにＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ（商品名：Ｂａｙｔｒｏｎ　ＰＨ５００Ｐ））を用いて
正孔注入層（比抵抗：１７Ωｃｍ）を形成した以外は、実施例２と同様にして有機電界発
光素子を作製した。
【０１３９】
（実施例５）
　実施例２において、ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ（商品名：Ｂａｙｔｒｏｎ　Ｐ　ＡＩ４０８３
）の代わりにＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ（商品名：Ｂｙｔｒｏｎ　ＨＣ　Ｖ４））を用いて正孔
注入層（比抵抗：０．１Ωｃｍ）を形成した以外は、実施例２と同様にして有機電界発光
素子を作製した。
【０１４０】
（実施例６）
　以下に示すようにして、図５に示す層構成の有機電界発光素子を作製した。
　まず、ガラス基板に、ＩＴＯ（酸化スズインジウム）層を形成し、幅２０μｍのパター
ニングを施し、厚み１５０ｎｍの陽極を形成した。
　次に、陽極が形成されたガラス基板上に、陽極を覆うようにして、ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ
（商品名：Ｂａｙｔｒｏｎ　Ｐ　ＡＩ４０８３）をスピンコート法により厚み６０ｎｍで
塗布して、正孔注入層（比抵抗：１０００Ωｃｍ）を形成した。
　次に、正孔注入層上に、その下層にパターニングして形成された陽極（ＩＴＯ）と後に
形成する陰極とが重なる領域が開口するようにして、ＳｉＯ２のスパッタリングを行い、
厚み１００ｎｍで開口を持つ絶縁層を形成した。
　次に、絶縁層の開口内に露出した正孔注入層上に、当該開口を埋め込むようにして、下
記構造式（１）で示される発光材料（重量平均分子量Ｍｗ≒１０５）１質量％をキシレン
に溶解した塗布液を塗布し、発光層を作製した。
　次に、パターニングされた陽極と交差するよう形成された幅２０μｍの開口パターンを
持つマスクを用いて、発光層上に、Ｃａ層、Ａｌ層を順次蒸着し、幅２０μｍでパターニ
ングされた厚み１８０ｎｍの陰極を形成した。
　上記操作により、有機電界発光素子を作製した（図５参照）。
【０１４１】
（実施例７）
　以下に示すようにして、図６に示す層構成の有機電界発光素子を作製した。
　まず、ガラス基板に、ＩＴＯ（酸化スズインジウム）層を形成し、幅２０μｍのパター
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ニングを施し、厚み１５０ｎｍの陽極を形成した。
　次に、陽極が形成されたガラス基板上に、陽極を覆うようにして、ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ
（商品名：Ｂａｙｔｒｏｎ　Ｐ　ＡＩ４０８３）をスピンコート法により厚み６０ｎｍで
塗布して、正孔注入層（比抵抗：１０００Ωｃｍ）を形成した。
　次に、正孔注入層上に、下記構造式（１）で示される発光材料（重量平均分子量Ｍｗ≒
１０５）１質量％をキシレンに溶解した塗布液をスピンコート法により塗布し、厚み８０
ｎｍの発光層を作製した。そして、発光層の上層側部分の一部を、陽極（ＩＴＯ）と後に
形成する陰極とが重なる領域が凸部（高さ３０ｎｍ）となり、それ以外の領域が凹部とな
るようにパターニングした。
　次に、発光層のパターニングした凹部上に、当該凹部が埋まるように、ＳｉＯ２のスパ
ッタリングを行い、厚み３０ｎｍで絶縁層を形成した。この絶縁層は、発光層のパターニ
ングされた凸部の部分で開口を有している。
　次に、パターニングされた陽極と交差するよう形成された幅２０μｍの開口パターンを
持つマスクを用いて、絶縁層１１３から露出した発光層のパターニングされた凸部上に、
Ｃａ層、Ａｌ層を順次蒸着し、幅２０μｍでパターニングされた厚み１８０ｎｍの陰極を
形成した。
　上記操作により、有機電界発光素子を作製した（図６参照）。
【０１４２】
（実施例８）
　以下に示すようにして、図１に示す層構成の有機電界発光素子を作製した。
　まず、ガラス基板に、ＩＴＯ（酸化スズインジウム）層を形成し、幅２０μｍのパター
ニングを施し１５０ｎｍ陽極を形成した。
　次に、陽極が形成されたガラス基板上に、陽極を覆うようにして、下記構造式（２）で
示される電荷輸送性高分子（例示化合物（ＣＴＰ－７）：重量平均分子量Ｍｗ＝５．０×
１０４）を１質量％モノクロロベンゼンに溶解させ、該電荷輸送性高分子に対して、３０
質量％になるよう下記構造式（３）で示されるＴＢＡＨＡ（電子受容性アクセプタ）を添
加した塗布液を、スピンコート法により厚み６０ｎｍで塗布して、正孔注入層（比抵抗：
１０００Ωｃｍ）を形成した。
　次に、正孔注入層上に、その下層にパターニングして形成された陽極（ＩＴＯ）と後に
形成する陰極とが重なる領域が開口するようにして、ＳｉＯ２のスパッタリングを行い、
厚み１００ｎｍで開口を持つ絶縁層を形成した。
　次に、絶縁層上に、その開口を埋め込みつつ、下記構造式（１）で示される発光材料（
重量平均分子量Ｍｗ≒１０５）１質量％をキシレンに溶解した塗布液をスピンコート法に
より塗布し、厚み（絶縁層表面上からの厚み）８０ｎｍの発光層を作製した。
　次に、パターニングされた陽極と交差するよう形成された幅２０μｍの開口パターンを
持つマスクを用いて、発光層上に、Ｃａ層、Ａｌ層を順次蒸着し、幅２０μｍでパターニ
ングされた厚み１８０ｎｍの陰極を形成した。
　上記操作により、有機電界発光素子を作製した（図１参照）。
【０１４３】
（実施例９）
　実施例８において、下記構造式（２）で示される電荷輸送性高分子の代わりに、下記構
造式（４）で示される電荷輸送性高分子（例示化合物（ＣＴＰ－１０９）：Ｍｗ＝８．８
×１０４）を用いた以外は、実施例８と同様に有機電界発光素子を作製した。
【０１４４】
（実施例１０）
　以下に示すようにして、図７に示す層構成の有機電界発光素子を作製した。
　まず、ガラス基板に、ＩＴＯ（酸化スズインジウム）層を形成し、幅２０μｍのパター
ニングを施し、厚み１５０ｎｍの陽極を形成した。
　次に、陽極が形成されたガラス基板上に、陽極を覆うようにして、ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ
（商品名：Ｂａｙｔｒｏｎ　ＡＩ４０８３）をスピンコート法により厚み１０ｎｍで塗布
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して、正孔注入層（比抵抗：１０００Ωｃｍ）を形成した。
　次に、正孔注入層上に、下記構造式（２）で示される電荷輸送性高分子（例示化合物（
ＣＴＰ－７）：重量平均分子量Ｍｗ＝５．０×１０４）を１質量％モノクロロベンゼンに
溶解させ、該電荷輸送性高分子に対して３０質量％になるよう下記構造式（３）で示され
るＴＢＡＨＡ（電子受容性アクセプタ）を添加した塗布液を、スピンコート法により厚み
６０ｎｍで塗布して、正孔輸送層を形成した。
　次に、正孔輸送層上に、その下層にパターニングして形成された陽極（ＩＴＯ）と後に
形成する陰極とが重なる領域が開口するようにして、ＳｉＯ２のスパッタリングを行い、
厚み１００ｎｍで開口を持つ絶縁層を形成した。
　次に、絶縁層上に、その開口を埋め込みつつ、下記構造式（１）で示される発光材料（
重量平均分子量Ｍｗ≒１０５）１質量％をキシレンに溶解した塗布液をスピンコート法に
より塗布し、厚み（絶縁層表面上からの厚み）８０ｎｍの発光層を作製した。
　次に、パターニングされた陽極と交差するよう形成された幅２０μｍの開口パターンを
持つマスクを用いて、発光層上に、Ｃａ層、Ａｌ層を順次蒸着し、幅２０μｍでパターニ
ングされた厚み１８０ｎｍの陰極を形成した。
　上記操作により、有機電界発光素子を作製した（図７参照）。
【０１４５】
（比較例１）
　以下に示すようにして、図３に示す層構成の有機電界発光素子を作製した。
　まず、ガラス基板に、ＩＴＯ（酸化スズインジウム）層を形成し、幅２０μｍのパター
ニングを施し、厚み１５０ｎｍの陽極を形成した。
　次に、陽極が形成されたガラス基板上に、陽極を覆うようにして、ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ
（商品名：Ｂａｙｔｒｏｎ　Ｐ　ＡＩ４０８３）をスピンコート法により厚み６０ｎｍで
塗布して、正孔注入層（比抵抗：１０００Ωｃｍ）を形成した。
　次に、正孔注入層上に、下記構造式（１）で示される発光材料（重量平均分子量Ｍｗ≒
１０５）１質量％をキシレンに溶解した塗布液をスピンコート法により塗布し、厚み８０
ｎｍの発光層を作製した。
　次に、パターニングされた陽極と交差するよう形成された幅２０μｍの開口パターンを
持つマスクを用いて、発光層上に、Ｃａ層、Ａｌ層を順次蒸着し、幅２０μｍでパターニ
ングされた厚み１８０ｎｍの陰極を形成した。
　上記操作により、有機電界発光素子を作製した（図３参照）。
【０１４６】
（比較例２）
　比較例１において、ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳの代わりにＭｏＯ３を用いて正孔注入層（比抵
抗：１０００Ωｃｍ）を形成した以外は、比較例１と同様にして有機電界発光素子を作製
した。
【０１４７】
（比較例３）
　実施例２において、ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ（商品名：Ｂａｙｔｒｏｎ　Ｐ　ＡＩ４０８３
）の代わりにＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ（商品名：Ｂａｙｔｒｏｎ　ＰＨ５００Ｐ）を用いて正
孔注入層（比抵抗：１７Ωｃｍ）を形成した以外は、比較例１と同様にして有機電界発光
素子を作製した。
【０１４８】
（比較例４）
　実施例２において、ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ（商品名：Ｂａｙｔｒｏｎ　Ｐ　ＡＩ４０８３
）の代わりにＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ（商品名：Ｂｙｔｒｏｎ　ＨＣ　Ｖ４））を用いて正孔
注入層（比抵抗：０．１Ωｃｍ）を形成した以外は、比較例１と同様にして有機電界発光
素子を作製した。
【０１４９】
（比較例５）
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　以下に示すようにして、図４に示す層構成の有機電界発光素子を作製した。
　まず、ガラス基板に、ＩＴＯ（酸化スズインジウム）層を形成し、幅２０μｍのパター
ニングを施し、厚み１５０ｎｍの陽極を形成した。
　次に、陽極が形成されたガラス基板上に、パターニングして形成された陽極（ＩＴＯ）
と後に形成する陰極とが重なる領域が開口するようにして、ＳｉＯ２のスパッタリングを
行い、厚み３００ｎｍで開口を持つ絶縁層を形成した。
　次に、絶縁層の開口から露出した陽極上に、ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ（商品名：Ｂｙｔｒｏ
ｎ　ＨＣ　Ｖ４）をスピンコート法により厚み６０ｎｍで塗布して、正孔注入層（比抵抗
：１０００Ωｃｍ）を形成した。
　次に、絶縁層の開口から露出した正孔注入層上に、下記構造式（１）で示される発光材
料（重量平均分子量Ｍｗ≒１０５）１質量％をキシレンに溶解した塗布液をスピンコート
法により塗布し、厚み８０ｎｍの発光層を作製した。
　次に、パターニングされた陽極と交差するよう形成された幅２０μｍの開口パターンを
持つマスクを用いて、発光層上に、Ｃａ層、Ａｌ層を順次蒸着し、幅２０μｍでパターニ
ングされた厚み１８０ｎｍの陰極を形成した。
　上記操作により、有機電界発光素子を作製した（図４参照）。
【０１５０】
【化１０】

【０１５１】
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【化１１】

【０１５２】
（評価）
　各例で作製した有機電界発光素子に関し、発光効率、発光プロファイルについて調べた
。
【０１５３】
－発光効率－
　発光効率の評価は、次のようにして電流発光効率（相対値）を測定を計測することで行
った。
　電流密度―発光輝度を測定し、一定輝度における発光効率を算出した。
【０１５４】
－発光プロファイル－
　発光プロファイルの評価は、発光部の幅を計測することで評価した。
　ＣＣＤ（Ｃｈａｒｇｅ　Ｃｏｕｐｌｅｄ　Ｄｅｖｉｃｅ）カメラにより発光プロファイ
ルを測定し、幅を算出した。
　なお、発光部の半値幅が電極幅に近いほど、発光プロファイルに歪みが少ないことを意
味する。
【０１５５】
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【表２５】

【０１５６】
　上記結果から、本実施例では、比較例に比べ、発光効率と共に、発光プロファイルも良
好であることがわかる。
【符号の説明】
【０１５７】
１０ 画像形成装置
１１ 筐体
１２ 記録媒体収容部
１４ 画像形成部
１６ 搬送部
１８ 定着装置
２２ｋ、２２Ｙ、２２Ｍ、２２Ｃ 画像形成ユニット
２４ 中間転写ベルト
２６ 一次転写ロール
２８ 二次転写ロール
３０ 感光体
３２ 帯電装置
３４ 露光ヘッド
３６ 現像装置
４０ 除去装置
４２ 対向ロール
４４ 駆動ロール
４６ 支持ロール
５０ 送出ロール
５２ 搬送ロール対
５４ 搬送ベルト
６０ 発光素子アレイ
６０Ａ 発光部
６０Ｂ 発光素子
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６１ 実装基板
７０ 結像部
７０Ｂ 結像部の光出射面
７０Ａ 結像部の光入射面
７１ ロッドレンズ

【図１】



(49) JP 2012-28305 A 2012.2.9

【図２】

【図３】



(50) JP 2012-28305 A 2012.2.9

【図４】

【図５】



(51) JP 2012-28305 A 2012.2.9

【図６】

【図７】



(52) JP 2012-28305 A 2012.2.9

【図８】



(53) JP 2012-28305 A 2012.2.9

【図９】



(54) JP 2012-28305 A 2012.2.9

【図１０】



(55) JP 2012-28305 A 2012.2.9

10

フロントページの続き

(72)発明者  松村　貴志
            神奈川県南足柄市竹松１６００番地　富士ゼロックス株式会社内
(72)発明者  西野　洋平
            神奈川県南足柄市竹松１６００番地　富士ゼロックス株式会社内
(72)発明者  真下　清和
            神奈川県南足柄市竹松１６００番地　富士ゼロックス株式会社内
(72)発明者  佐藤　克洋
            神奈川県南足柄市竹松１６００番地　富士ゼロックス株式会社内
Ｆターム(参考) 3K107 AA01  BB01  BB04  CC31  DD73  DD79  EE29  FF04  FF14  FF15 
　　　　 　　  4J029 AA05  AC01  AE18  BA03  CB14  DA09 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

